
【表紙】 

【提出書類】 半期報告書 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成18年12月20日 

【中間会計期間】 第32期中（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

【会社名】 株式会社バンプレスト 

【英訳名】 BANPRESTO CO.,LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  仲田 隆司 

【本店の所在の場所】 東京都台東区駒形二丁目５番４号 

【電話番号】 03(3842)1206 

【事務連絡者氏名】 取締役管理本部副本部長  折内 光雄 

【最寄りの連絡場所】 東京都台東区駒形二丁目５番４号 

【電話番号】 03(3842)1206 

【事務連絡者氏名】 取締役管理本部副本部長  折内 光雄 

【縦覧に供する場所】 該当事項はありません。 

  

（注）平成18年５月15日をもって東京証券取引所市場第一部において上場

廃止となりましたので、本店以外に縦覧に供する場所に該当する場

所がなくなりました。 



第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含んでおりません。 

２．第30期中と第32期中の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、希薄化効果を有して

いる潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３．第32期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しておりま

す。 

回次 第30期中 第31期中 第32期中 第30期 第31期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

売上高（百万円） 17,023 19,439 16,698 34,434 37,748 

経常利益（百万円） 1,472 2,464 426 1,835 3,098 

中間（当期）純利益 

（百万円） 
658 1,291 137 770 2,103 

純資産額（百万円） 16,850 18,311 19,435 16,700 19,281 

総資産額（百万円） 24,844 29,019 28,574 25,707 30,579 

１株当たり純資産額（円） 1,596.88 1,711.47 1,778.18 1,578.71 1,782.91 

１株当たり中間（当期）純利

益金額（円） 
62.43 121.55 12.77 69.13 191.76 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益金額（円） 
― 121.04 ― 69.12 191.10 

自己資本比率（％） 67.8 63.1 67.1 65.0 63.1 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
394 2,653 △1,373 2,115 3,073 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
△2,602 △392 △3,387 △2,864 2,493 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
2,339 △214 △356 2,317 △580 

現金及び現金同等物の中間期

末（期末）残高（百万円） 
6,701 10,209 8,064 8,111 13,202 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数）

（人） 

396 

(429) 

403 

(440) 

400 

(483) 

398 

(536) 

394 

(444) 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含んでおりません。 

        ２．提出会社の経営指標等について、１株当たり純資産額、１株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調

整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略して

おります。  

３．第32期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しておりま

す。 

回次 第30期中 第31期中 第32期中 第30期 第31期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

売上高（百万円） 14,906 15,887 12,313 29,580 30,464 

経常利益（百万円） 1,323 1,273 275 1,770 1,836 

中間（当期）純利益 

（百万円） 
690 697 181 787 1,451 

資本金（百万円） 3,020 3,020 3,020 3,020 3,020 

発行済株式総数（株） 10,800,000 10,800,000 10,784,862 10,800,000 10,800,000 

純資産額（百万円） 16,502 17,336 18,122 16,380 18,160 

総資産額（百万円） 23,243 25,873 26,049 23,881 27,770 

１株当たり配当額（円） 15.00 15.00 ― 30.00 15.00 

自己資本比率（％） 71.0 67.0 69.6 68.6 65.4 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数）

（人） 

202 

(198) 

181 

(39) 

187 

(53) 

179 

(135) 

179 

(42) 



２【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社における状況 

 （注）１．従業員数は、就業人員であります。 

２．従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当中間連結会計期間の平均雇用人員であります。 

  

(2）提出会社の状況 

 平成18年９月30日現在の従業員数は、187人であります。 

 このほか臨時従業員の当中間会計期間の平均雇用人員は、53人であります。 

  

(3）労働組合の状況 

 労使関係について特に記載すべき事項はありません。 

  平成18年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

アミューズメント事業 141 (39) 

施設運営事業 65 (402) 

家庭用ゲームソフト事業 59 (15) 

その他事業 97 (19) 

全社 38 (8) 

合計 400 (483) 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間におけるわが国経済は、原油・原料価格の高騰などによる経済への影響がありましたが、企

業収益の改善、民間設備投資や個人消費の増加などにより、全体としては回復基調で推移いたしました。 

 このような経営環境の中、当社グループは、「キャラクターアミューズメントNo.１の感動創造企業」を目指す

ため、前連結会計期間より、「バンプレストイノベーション」をスローガンに掲げた新中期経営計画をスタートさ

せ、従来までなかった新たな価値を提供する商品・サービスの開発に加え、それを実現させるビジネスプロセスと

私たちのマインドのイノベーション（革新）に取り組んでまいりました。 

 事業面におきましては、アミューズメント事業において、顧客層の拡大が見られる市場へ向けて対象年齢層の拡

大を図った戦略商品「データカードダス」の新機種「たまごっちカップ」を導入し、ターゲットの拡大に成功しま

した。また、一部の商品の販売が延期となった家庭用ゲームソフト事業、新規ヒット商材に恵まれなかったその他

事業においては低調な推移となりましたが、施設運営事業においては新規開店した店舗が好調に推移しており、利

益に貢献しました。 

 この結果、当中間連結会計期間の業績は売上高166億９千８百万円（前年同期比14.1％減）、経常利益４億２千

６百万円（前年同期比82.7％減）、中間純利益は１億３千７百万円（前年同期比89.3％減）となりました。 

事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

（アミューズメント事業） 

 アミューズメント事業におきましては、対象年齢層の拡大を図り大ヒットとなった戦略商品「データカードダ

ス」に、新たに女児向けに「たまごっちカップ」を導入してさらなるターゲットの拡大に成功し、機器・カード

の販売が好調に推移しました。しかしながら、利益率の低い機器の売上構成比率が増加したため、利益率は低下

しております。アミューズメント用景品では「たまごっち」商材が好評を博し、旬なキャラクターをジャストイ

ンタイムで導入を図った「ドコモダケ」や、当社グループが得意とするキャラクターのコラボレーション企画か

ら生まれた「科学忍者隊ガッチャピン」関連商品が好調に推移しましたが、多品種少ロット傾向により利益率は

低下しました。また、貸倒懸念債権の発生により貸倒引当金の計上を行ったため、前年同期に比べて増収減益と

なりました。 

 この結果、当中間連結会計期間の売上高は108億７千１百万円（前年同期比22.5%増）、営業利益は４億３百万

円（前年同期比54.0%減）となりました。 

（施設運営事業） 

 施設運営事業におきましては、屋内型のアミューズメント施設では、高い売上高構成比率を占めていたプライ

ズゲーム機の人気が一巡した影響などから、既存店の売上対前年比率は93.4％となりましたが、３月に出店した

キャラクターテーマパーク「こちら葛飾区亀有公園前派出所 こち亀ゲームぱ～く」（東京都葛飾区）が売上・

利益計画を大幅に上回ったことなどにより、増収増益となりました。また、花やしき運営事業では、集客効果を

高める各種イベントや夜の貸切り運営等を積極的に展開した結果、集客数及び売上高は堅調に推移し、利益に貢

献しました。 

 この結果、当中間連結会計期間の売上高は22億７千９百万円（前年同期比16.5%増）、営業利益は１億４千２

百万円（前年同期比39.1%増）となりました。 



（家庭用ゲームソフト事業） 

 家庭用ゲームソフト事業におきましては、プレイステーション２向けに発売した「るろうに剣心－明治剣客浪

漫譚－炎上！京都輪廻」が好評を博し、海外においては、ゲームボーイアドバンス向けの「ドラゴンボールアド

バンスアドベンチャー」や「サモンナイトクラフトソード物語」等を欧州や北米で発売し、堅調に推移しまし

た。 

 しかしながら、上期に予定していた大型タイトルの発売が延期になったことに加え、前年同期には有力タイト

ルの「第３次スーパーロボット大戦α」の販売があったことから、前年同期に比べ大幅な減収減益となりまし

た。 

 この結果、当中間連結会計期間の売上高は11億７千３百万円（前年同期比81.3%減）、営業損失は１億２百万

円（前年同期は14億８千７百万円の営業利益）となりました。 

（その他事業） 

 その他事業におきましては、家庭用ゲームソフト「スーパーロボット大戦オリジナルジェネレーション」シリ

ーズのオリジナル商品展開や、「メイドカフェコレクション」のフィギュアが好評を博しましたが、従来の癒し

系インテリア雑貨や「ポージングフィギュア」シリーズの売上を補うまでには至りませんでした。印刷関連事業

では継続して外部顧客との取引拡大に努めました。 

 この結果、当中間連結会計期間の売上高は29億４千９百万円（前年同期比3.1%減）、営業利益は６千３百万円

（前年同期比60.9%減）となりました。 

また、所在地別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

（日本） 

 当地域におきましては、施設運営事業において「浅草花やしき」事業や新規オープンしたキャラクターアミュ

ーズメント施設が好調に推移しました。アミューズメント事業においては、カードゲーム機「データカードダ

ス」に新たに「たまごっちカップ」を導入しターゲットの拡大に成功しましたが、景品事業において多品種少ロ

ット傾向が続き、低調に推移しました。また家庭用ゲームソフト事業において、上期に予定していた大型タイト

ルの発売が延期となったことも売上・利益減の要因となりました。 

 この結果、当中間連結会計期間の売上高は166億５千７百万円（前年同期比14.2%減）、営業利益は４億７千３

百万円（前年同期比81.3%減）となりました。 

（アジア） 

 当地域は、香港におけるアミューズメント景品や雑貨関連の生産拠点と位置づけており、当社及び海外グルー

プ会社向けの製品供給や資材調達、生産管理を行っております。当中間連結会計期間は、日本国内の景品や雑貨

の販売数減少の影響を受け、低調に推移いたしました。 

 この結果、当中間連結会計期間の売上高は15億３千９百万円（前年同期比22.8%減）、営業利益は５千３百万

円（前年同期比48.3%減）となりました。 

 なお、当中間連結会計期間のセグメント別の概況における各セグメントの売上高には、セグメント間取引を含

んでおります。 



(2）キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）につきましては、営業活動による資

金が13億７千３百万円減少、投資活動による資金が33億８千７百万円減少、財務活動による資金が３億５千６百万

円減少したことで、計51億１千７百万円減少し、それに資金に係る換算差額などを調整した結果、当中間連結会計

期間末残高は80億６千４百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間の営業活動による資金の減少は13億７千３百万円でしたが、前年同期に比べて40億２千６

百万円減少しております。これは税金等調整前中間純利益が前年同期に比べて17億５千６百万円下回る４億７千

万円であり、仕入債務の増加額が７千５百万円（前年同期は８億円の増加)であったことと、未払金の減少額が

２億３千６百万円（前年同期は３億８千３百万円の増加)等によるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間の投資活動による資金は33億８千７百万円の支出であり、前年同期の３億９千２百万円の

支出から大幅に支出が増加しました。これは主に、貸付による支出30億円があったことによるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間の財務活動による資金は、３億５千６百万円の支出であり、前年同期の２億１千４百万円

の支出から支出が増加しました。これは主に前年同期に自己株式の売却による収入２億２千万円と配当金の支払

額１億５千８百万円があったことによるものです。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

該当事項はありません。 

(2）受注実績 

 該当事項はありません。 

(3）仕入実績 

 当中間連結会計期間における仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(4）販売実績 

 当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業の種類別セグメントの名称 仕入高（百万円） 前年同期比（％） 

アミューズメント事業 7,454 42.6 

施設運営事業 1,576 11.4 

家庭用ゲームソフト事業 507 △77.9 

その他事業 2,028 3.3 

合計 11,566 6.1 

事業の種類別セグメントの名称 販売高（百万円） 前年同期比（％） 

アミューズメント事業 10,715 22.6 

施設運営事業 2,279 16.5 

家庭用ゲームソフト事業 1,172 △81.3 

その他事業 2,530 1.9 

合計 16,698 △14.1 

相手先 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

販売高（百万円） 割合（％） 販売高（百万円） 割合（％） 

㈱バンダイ ― ― 2,742 16.4 

㈱ソニー・コンピュータエ

ンタテインメント 
5,013 25.8 ― ―



３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、新たに締結した重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 当社グループは、キャラクターマーチャンダイジングを機軸に安全かつ高品質な高付加価値商品を市場に提供する

ための企画・開発活動に積極的に取り組んでおります。 

 当社グループにおける研究開発活動は、主に㈱バンプレソフトにおいて当社が販売する家庭用ゲームソフトの企

画・開発を行っております。当社グループでは、デザイン・試作開発等に関しては外部ブレーン会社に委託するアウ

トソーシングを推進した効率経営を行うことを基本方針とし、グループ内の人的経営資源の大半は商品企画・営業・

マーケティング・業務管理に充てております。 

 なお、当中間連結会計期間の研究開発費の総額は６億８千万円であり、事業の種類別セグメントの研究開発活動

は、次のとおりであります。 

（アミューズメント事業） 

  主にアミューズメント施設向け業務用機器及び景品の研究開発を行っております。当中間連結会計期間における主

な成果としては、アミューズメント筐体として「データカードダス」シリーズ、アミューズメント機器用景品として

「ドコモダケ」のぬいぐるみ、コンビニエンスストア向けくじ景品「たまごっち」等があります。 

 これらのキャラクターの魅力を最大限に活かした商品を提供するための研究開発活動により、当事業における研究

開発費は３億３千７百万円となりました。 

（施設運営事業） 

 主に屋内アミューズメント施設において、キャラクターエンタテインメントを追求した独自性の高い施設の企画開

発を行っております。当中間連結会計期間においては、新規出店としては、「こちら葛飾区亀有公園前派出所」をテ

ーマにキャラクターの魅力を活かした「こちら葛飾区亀有公園前派出所 こち亀ゲームぱ～く」と他２店舗を出店し

ました。また㈱マキシム北海道より北海道を拠点とした既存店３店舗を事業承継しました。その他、今後出店を予定

している店舗の企画開発を行いました。 

この結果、当事業における研究開発費は５百万円となりました。 

（家庭用ゲームソフト事業） 

 主にプレイステーション２、ゲームボーイアドバンス等の各プラットフォームに対応した家庭用ゲームソフトの研

究開発を行っております。当中間連結会計期間における主な成果としては、「るろうに剣心－明治剣客浪漫譚－炎

上！京都輪廻」、「マグナカルタポータブル」等があります。 

この結果、当事業における研究開発費は２億９千２百万円となりました。 

（その他事業） 

 主にバラエティ雑貨、キャラクター企画力を活かしたＯＥＭ商材、インターネットコンテンツ事業における新たな

コンテンツの研究開発を行っております。当中間連結会計期間における主な成果としては、前期に引き続きオリジナ

ルアイテムである「メイドカフェコレクション」フィギュアに加え、「おねがいマイメロディ」のキャラクターとメ

イドのコラボレーションによる「クロミ×メイドカフェ」シリーズ、癒し系のインテリア雑貨シリーズ等がありま

す。 

 幅広いユーザーに魅力ある商品を提供するための研究開発活動により、当事業における研究開発費は５千６百万円

となりました。 

なお、各セグメントの研究開発費はセグメント間の取引を含んでおります。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

    当中間連結会計期間において、ピアザ松戸ビル譲渡に伴い、ピアザ松戸ビルにありました品質保証業務を北松戸

へ移転いたしました。その設備の状況は、次の通りであります。 

提出会社 

２【設備の新設、除却等の計画】 

(1）重要な設備計画の変更 

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設についての重要な変更は次

の通りであります。 

 （注）１．一部店舗出店取りやめのため、投資予定金額を688百万円から288百万円に変更いたしました。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）重要な設備計画の完了 

  当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設について完了したものは次

の通りであります。 

 （注）上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

(3）重要な設備の新設の計画 

  当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設計画はありません。 

(4）重要な設備の除却の計画 

  当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の除却等はありません。 

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 
(セグメント) 

設備の種類別の帳簿価額(百万円) 
  

従業員数 
（人） 

土地 
建物及び構
築物  

器具及び備品 合計 

 北松戸事務所 

（千葉県松戸市） 

 管理施設 

（アミューズメント）  
― 7 1 9 3 

 管理施設 

 （家庭用ゲームソフト） 
― 1 ― 1 ― 

 管理施設 

 （その他） 
― 1 ― 1 ― 

 管理施設 

 （全社） 
― 2 ― 3 ― 

会社名 
事業所名 

所在地 
事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 

投資予定金額 
資金調達方
法 

着手及び完了予定年月 
完了後の増
加能力 総額 

（百万円）
既支払額 
（百万円）

着手 完了 

㈱プレジャー

キャスト 

千葉県松戸市

他 
施設運営事業 

新規店舗及び

既存店投資 
288 220 自己資金 平成18年3月 平成19年2月 

営業能力の

増加 

会社名 
事業所名 

所在地 
事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 
投資額 

資金調達方法
着手及び完了年月 

完了後の増加
能力 

総額（百万円） 着手 完了 

㈱プレジャー

キャスト 

千葉県松戸市

他  
施設運営事業  新規店舗投資 176 自己資金 平成17年10月 平成18年3月 

営業能力の増

加 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注）当社は、平成18年６月１日をもって親会社である㈱バンダイナムコホールディングスと株式交換を行い、㈱バン

ダイナムコホールディングスの完全子会社となりました。これに伴い、株式交換以前の平成18年５月15日に当社

株式は東京証券取引所を上場廃止となりました。 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 （注）自己株式の消却による減少であります。 

(4）【大株主の状況】 

 （注）当社は、平成18年６月１日をもって親会社である㈱バンダイナムコホールディングスと株式交換を行い、㈱バン 

    ダイナムコホールディングスの完全子会社となりました。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 32,000,000 

計 32,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成18年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年12月20日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 10,784,862 10,784,862 ― ― 

計 10,784,862 10,784,862 ― ― 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成18年５月31日 

（注） 
△15,138 10,784,862 ― 3,020 ― 2,224 

  平成18年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

㈱バンダイナムコホールディ

ングス 
東京都港区港南二丁目16番２号 10,784 100.00 

計 ― 10,784 100.00 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

該当事項はありません。 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注）１．最高・最低株価は東京証券取引所（市場第一部）におけるものです。 

２．平成18年５月15日付で上場廃止し、㈱バンダイナムコホールディングスの完全子会社となったことに伴い、

平成18年５月は最終取引日である平成18年５月12日までの株価について記載しております。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成18年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） ― ― ― 

完全議決権株式（その他） 普通株式 10,784,000 107,840 ― 

単元未満株式 普通株式     862 ― ― 

発行済株式総数 10,784,862 ― ― 

総株主の議決権 ― 107,840 ― 

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 3,480 3,450 ― ― ― ― 

最低（円） 3,420 3,430 ― ― ― ― 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

  なお、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

  なお、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日

まで）及び当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間連結財務諸表並びに前中間会

計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30

日まで）の中間財務諸表について、三興監査法人により中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）          

Ⅰ 流動資産          

１．現金及び預金     10,235 8,157   13,263 

２．受取手形及び売掛金 ※３    5,804 5,876   6,644 

３．たな卸資産     822 1,292   1,024 

４．前渡金     2,391 3,126   2,222 

５．親会社に対する短期
貸付金 

    ― 3,000   ― 

６．その他     1,239 1,097   1,243 

貸倒引当金     △34 △35   △40 

流動資産合計     20,459 70.5 22,515 78.8   24,358 79.6

Ⅱ 固定資産          

１．有形固定資産 ※１        

(1）建物及び構築物   2,314  422 440   

(2）アミューズメント
施設・機器 

  1,318  1,295 1,297   

(3）その他   1,132 4,765 16.4 234 1,952 6.8 239 1,977 6.5

２．無形固定資産          

(1）借地権   1,309  1,309 1,309   

(2）その他   310 1,620 5.6 306 1,616 5.7 335 1,644 5.4

３．投資その他の資産          

(1）投資有価証券   1,659  1,537 1,828   

(2）その他   702  1,150 958   

貸倒引当金   △187 2,175 7.5 △196 2,490 8.7 △187 2,599 8.5

固定資産合計     8,560 29.5 6,059 21.2   6,221 20.4

資産合計     29,019 100.0 28,574 100.0   30,579 100.0 

           

 



    
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）          

Ⅰ 流動負債          

１．支払手形及び買掛金     4,799 5,480   5,411 

２．短期借入金     639 633   673 

３．役員賞与引当金     ― 10   ― 

４．その他     2,766 1,575   3,024 

流動負債合計     8,206 28.3 7,699 27.0   9,109 29.8

Ⅱ 固定負債          

１．長期借入金     1,733 1,066   1,383 

２．退職給付引当金     150 133   135 

３．役員退職慰労引当金     95 73   92 

４．その他     312 166   349 

固定負債合計     2,291 7.9 1,439 5.0   1,960 6.4

負債合計     10,497 36.2 9,139 32.0   11,069 36.2

           

（少数株主持分）          

少数株主持分     210 0.7 ― ―   228 0.7

           

（資本の部）          

Ⅰ 資本金     3,020 10.4 ― ―   3,020 9.9

Ⅱ 資本剰余金     2,269 7.8 ― ―   2,296 7.5

Ⅲ 利益剰余金     12,309 42.4 ― ―   12,960 42.4

Ⅳ その他有価証券評価差
額金 

    826 2.9 ― ―   931 3.1

Ⅴ 為替換算調整勘定     5 0.0 ― ―   93 0.3

Ⅵ 自己株式     △120 △0.4 ― ―   △20 △0.1

資本合計     18,311 63.1 ― ―   19,281 63.1

負債、少数株主持分及
び資本合計 

    29,019 100.0 ― ―   30,579 100.0 

           

（純資産の部）          

Ⅰ 株主資本          

１．資本金     ― ― 3,020 10.6   ― ―

２．資本剰余金     ― ― 2,277 8.0   ― ―

３．利益剰余金     ― ― 13,044 45.6   ― ―

株主資本合計     ― ― 18,341 64.2   ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等          

１．その他有価証券評価
差額金 

    ― ― 753 2.6   ― ―

２．繰延ヘッジ損益     ― ― 25 0.1   ― ―

３．為替換算調整勘定     ― ― 57 0.2   ― ―

評価・換算差額等合計     ― ― 836 2.9   ― ―

Ⅲ 少数株主持分     ― ― 258 0.9   ― ―

純資産合計     ― ― 19,435 68.0   ― ―

負債純資産合計     ― ― 28,574 100.0   ― ―

           



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     19,439 100.0 16,698 100.0   37,748 100.0 

Ⅱ 売上原価     11,027 56.7 11,461 68.6   22,848 60.5

売上総利益     8,412 43.3 5,237 31.4   14,900 39.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費           

１．広告宣伝費   1,310   911 2,261   

２．給与諸手当   1,004   1,095 2,031   

３．退職給付引当金繰入
額 

  42   49 84   

４．役員退職慰労引当金
繰入額 

  18   8 25   

５．研究開発費   1,519   680 3,296   

６．貸倒引当金繰入額   6   191 16   

７．連結調整勘定償却額   5   ― 5   

８．その他   2,043 5,952 30.6 1,926 4,863 29.2 4,082 11,804 31.3

営業利益     2,460 12.7 373 2.2   3,096 8.2

Ⅳ 営業外収益           

１．受取利息   9   22 26   

２．受取配当金   20   15 26   

３．賃貸料収入   6   2 13   

４．為替差益   ―   11 ―   

５．その他   16 52 0.3 15 67 0.4 34 100 0.3

Ⅴ 営業外費用           

１．支払利息   18   14 35   

２．為替差損   22   ― 50   

３．その他   6 48 0.3 ― 14 0.1 12 98 0.3

経常利益     2,464 12.7 426 2.5   3,098 8.2

 



    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅵ 特別利益          

１．固定資産売却益 ※１ ―  9 484   

２．投資有価証券売却益   199  ― 199   

３．和解金   ―  ― 4   

４．保険解約払戻金   ―  10 ―   

５．貸倒引当金戻入額   ― 201 1.0 63 83 0.5 4 693 1.8

Ⅶ 特別損失          

１．固定資産売却損 ※２ ―  1 ―   

２．固定資産除却損 ※３ 18  4 22   

３．投資有価証券売却損   17  ― 17   

４．投資有価証券評価損   67  1 67   

５．関係会社株式評価損   11  ― 11   

６．減損損失 ※４ 59  ― 59   

７．貸倒引当金繰入額   187  ― 187   

８．本社移転費用 ※５ 76  ― 77   

９．事務所移転費用 ※６ ― 438 2.3 31 39 0.2 ― 443 1.1

税金等調整前中間
（当期）純利益 

    2,227 11.4 470 2.8   3,348 8.9

法人税、住民税及び
事業税 

  702  118 1,134   

法人税等調整額   199 902 4.6 178 297 1.8 43 1,177 3.1

少数株主利益     33 0.2 35 0.2   67 0.2

中間（当期）純利益     1,291 6.6 137 0.8 2,103 5.6

          



③【中間連結剰余金計算書及び中間連結株主資本等変動計算書】 

中間連結剰余金計算書 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）     

Ⅰ 資本剰余金期首残高     2,224 2,224

Ⅱ 資本剰余金増加高     

１．自己株式処分差益   45 45 71 71

Ⅲ 資本剰余金中間期末
（期末）残高 

    2,269 2,296

      

（利益剰余金の部）     

Ⅰ 利益剰余金期首残高     11,217 11,217

Ⅱ 利益剰余金増加高     

１．中間（当期）純利益   1,291 1,291 2,103 2,103

Ⅲ 利益剰余金減少高     

１．配当金   158 318

２．役員賞与   41 199 41 360

Ⅳ 利益剰余金中間期末
（期末）残高 

    12,309 12,960

      



中間連結株主資本等変動計算書 

当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 （注）平成17年度の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
3,020 2,296 12,960 △20 18,257 

中間連結会計期間中の変動額      

役員賞与（百万円）（注）     △54   △54 

中間純利益（百万円）     137   137 

自己株式の取得（百万円）           

自己株式の処分（百万円）           

自己株式の消却（百万円）   △19   19 ― 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 

（百万円） 

        ― 

中間連結会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
― △19 83 20 84 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
3,020 2,277 13,044 ― 18,341 

 

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

繰延ヘッジ損益
為替換算調整勘
定 

評価・換算差額
等合計 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
931 ― 93 1,024 228 19,510 

中間連結会計期間中の変動額       

役員賞与（百万円）（注）           △54 

中間純利益（百万円）           137 

自己株式の取得（百万円）             

自己株式の処分（百万円）             

自己株式の消却（百万円）           ― 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 

（百万円） 

△178 25 △35 △188 30 △158 

中間連結会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
△178 25 △35 △188 30 △75 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
753 25 57 836 258 19,435 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

   
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の連結キャッ

シュ・フロー計算書 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動による 

キャッシュ・フロー 
       

税金等調整前中間（当期）純利

益 
 2,227 470 3,348 

減価償却費  433 359 883 

減損損失  59 ― 59 

連結調整勘定償却額  5 ― 5 

諸引当金の増減額  56 △16 45 

受取利息及び受取配当金  △29 △37 △53 

支払利息  18 14 35 

有価証券売却損益等  △104 1 △104 

為替差損益  15 △8 34 

固定資産売却損益等  18 △3 △462 

前渡金の増減額  △544 △903 △375 

売上債権の増減額  △767 764 △1,605 

たな卸資産の増減額  69 △267 △132 

仕入債務の増減額  800 75 1,404 

未払金の増減額  383 △236 217 

未払消費税等の増減額  45 △191 132 

役員賞与の支払額  △46 △60 △46 

その他  241 △355 37 

小計  2,883 △396 3,424 

利息及び配当金の受取額  29 37 52 

利息の支払額  △19 △15 △36 

法人税等の支払額  △239 △999 △367 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
 2,653 △1,373 3,073 

 



   
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の連結キャッ

シュ・フロー計算書 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動による 

キャッシュ・フロー 
        

定期預金の預入による支出   △32 △32 △67 

定期預金の払戻による収入   61 ― 61 

有形固定資産の取得による支出   △426 △415 △667 

有形固定資産の売却による収入   ― 12 3,233 

無形固定資産の取得による支出   △70 △18 △141 

投資有価証券の取得による支出   ― △10 △1 

投資有価証券の売却による収入   246 ― 246 

貸付による支出   △230 △3,000 △230 

貸付金の回収による収入   60 176 60 

出資金の払込による支出   ― △100 ― 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
  △392 △3,387 2,493 

Ⅲ 財務活動による 

キャッシュ・フロー 
        

短期借入れによる収入   40 ― 40 

短期借入金の返済による支出   △66 △40 △133 

長期借入金の返済による支出   △250 △316 △500 

自己株式の売却による収入   220 ― 349 

自己株式の取得による支出   ― ― △1 

配当金の支払額   △158 ― △318 

少数株主への配当金の支払額   ― ― △16 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
  △214 △356 △580 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算

差額 
  51 △21 105 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額   2,098 △5,138 5,091 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   8,111 13,202 8,111 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高 
※ 10,209 8,064 13,202 

          



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数    ６社 

連結子会社の名称 

㈱アートプレスト 

バンプレスト販売㈱ 

㈱バンプレソフト 

㈱プレジャーキャスト 

㈱花やしき 

BANPRESTO(H.K.)LTD. 

 なお、平成17年４月１日付

けで、㈱バンウェーブと㈱バ

ンポケットが、㈱バンウェー

ブを存続会社として合併し、

社名をバンプレスト販売㈱に

変更しております。  

(1) 連結子会社の数    ６社 

連結子会社の名称 

㈱アートプレスト 

バンプレスト販売㈱ 

㈱バンプレソフト 

㈱プレジャーキャスト 

㈱花やしき 

BANPRESTO(H.K.)LTD. 

────── 

(1）連結子会社の数    ６社 

連結子会社の名称 

㈱アートプレスト 

バンプレスト販売㈱ 

㈱バンプレソフト 

㈱プレジャーキャスト 

㈱花やしき 

BANPRESTO(H.K.)LTD. 

 なお、平成17年４月１日付

けで、㈱バンウェーブと㈱バ

ンポケットが、㈱バンウェー

ブを存続会社として合併し、

社名をバンプレスト販売㈱に

変更しております。  

 (2）非連結子会社 

 子会社である㈱マキシム北

海道は、総資産、売上高、中

間純損益及び利益剰余金（持

分に見合う額）等のいずれも

中間連結財務諸表に重要な影

響を及ぼしていないため、連

結の範囲から除外しておりま

す。 

(2）非連結子会社 

 子会社である㈱花やしきミ

ュージックは、総資産、売上

高、中間純損益及び利益剰余

金（持分に見合う額）等のい

ずれも中間連結財務諸表に重

要な影響を及ぼしていないた

め、連結の範囲から除外して

おります。なお、㈱マキシム

北海道については、株式全部

売却により子会社ではなくな

りました。  

(2）非連結子会社 

 子会社である㈱マキシム北

海道は、総資産、売上高、当

期純損益及び利益剰余金（持

分に見合う額）等のいずれも

連結財務諸表に重要な影響を

及ぼしていないため、連結の

範囲から除外しております。 

２．持分法の適用に関する事

項 

   非連結子会社である㈱マキシ

ム北海道は、中間純損益及び利

益剰余金等に及ぼす影響が軽微

であり、かつ全体としても重要

性がないため、持分法を適用し

ておりません。 

   非連結子会社である㈱花やし

きミュージックは、中間純損益

及び利益剰余金等に及ぼす影響

が軽微であり、かつ全体として

も重要性がないため、持分法を

適用しておりません。 

   非連結子会社である㈱マキシ

ム北海道は、当期純損益及び利

益剰余金等に及ぼす影響が軽微

であり、かつ全体としても重要

性がないため、持分法を適用し

ておりません。 

３．連結子会社の中間決算日

（事業年度）等に関する

事項 

 連結子会社のうち、㈱バンプレ

ソフトの中間決算日は９月30日、

バンプレスト販売㈱、㈱プレジャ

ーキャスト及び㈱花やしきの中間

決算日は８月31日、㈱アートプレ

ストの中間決算日は７月31日、 

BANPRESTO(H.K.) LTD.の中間決算

日は６月30日です。 

 中間連結財務諸表の作成に当た

っては、各子会社の当該中間決算

に基づく財務諸表を使用し、中間

連結決算日との間に生じた重要な

取引については、連結上必要な調

整を行っております。 

  

       同左 

 連結子会社のうち、㈱バンプレ

ソフトの決算日は３月31日、バン

プレスト販売㈱、㈱プレジャーキ

ャスト及び㈱花やしきの決算日は

２月末日、㈱アートプレストの決

算日は１月31日、BANPRESTO（H.

K.）LTD.の決算日は12月31日で

す。 

 連結財務諸表の作成に当たって

は、各子会社の当該決算に基づく

財務諸表を使用し、連結決算日と

の間に生じた重要な取引について

は、連結上必要な調整を行ってお

ります。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

４．会計処理基準に関する事

項 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算末日の市場価

格等に基づく時価法（評

価差額は、全部資本直入

法により処理し、売却原

価は、移動平均法により

算定） 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算末日の市場価

格等に基づく時価法（評

価差額は、全部純資産直

入法により処理し、売却

原価は、移動平均法によ

り算定） 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算期末日の市場価格

等に基づく時価法（評価

差額は、全部資本直入法

により処理し、売却原価

は、移動平均法により算

定） 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価

法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  ② デリバティブ取引 

時価法 

② デリバティブ取引 

同左 

② デリバティブ取引 

同左 

  ③ たな卸資産 

 主として総平均法による原

価法 

③ たな卸資産 

同左 

③ たな卸資産 

同左 

  (2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

親会社及び国内連結子会社 

 定率法によっておりま

す。 

 なお、主な耐用年数は、

以下のとおりであります。 

建物及び構築物 

…３～50年 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

親会社及び国内連結子会社 

同左 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

親会社及び国内連結子会社 

同左 

  在外連結子会社 

 定額法によっておりま

す。 

 なお、主な耐用年数は、

以下のとおりであります。 

建物及び構築物…50年 

在外連結子会社 

同左 

在外連結子会社 

同左 

  ② 無形固定資産 

 定額法によっております。 

 なお、主な耐用年数は、以

下のとおりであります。 

ソフトウェア…３～５年 

営業権 

…商法の規定に従い、その

取得の後５年以内に、毎決

算期において均等額を償却

しています。 

② 無形固定資産 

 定額法によっております。 

 なお、主な耐用年数は、以

下のとおりであります。 

ソフトウェア…５年 

のれん 

…取得の後５年以内に、毎

決算期において均等額を償

却しています。 

② 無形固定資産 

 定額法によっております。 

 なお、主な耐用年数は、以

下のとおりであります。 

ソフトウェア…５年 

営業権 

…商法の規定に従い、その

取得の後５年以内に、毎決

算期において均等額を償却

しています。 

  (3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備

えるため、以下の方法によっ

て計上しております。 

ａ 一般債権 

 貸倒実績率により、回収

不能見込額を計上しており

ます。 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

  ｂ 貸倒懸念債権及び破産更

生債権 

 個別債権の回収可能性を

考慮した回収不能見込額を

計上しております。 

    

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  ② 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中間

連結会計期間末において発生

していると認められる額を計

上しております。なお、数理

計算上の差異については発生

の翌連結会計年度より10年で

均等償却を行っております。 

② 退職給付引当金 

同左 

② 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当連結

会計年度末において発生して

いると認められる額を計上し

ております。なお、数理計算

上の差異については、発生の

翌連結会計年度から10年で均

等償却を行っております。 

  ③ 役員退職慰労引当金 

 国内連結子会社３社は、役

員の退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく中間期

末要支給額を計上しておりま

す。 

 なお、親会社では当中間連

結会計期間において役員退職

慰労金制度を廃止したため、

当中間連結会計期間末におけ

る引当金残高はありません。 

③ 役員退職慰労引当金 

 国内連結子会社３社は、役

員の退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく中間期

末要支給額を計上しておりま

す。 

  

③ 役員退職慰労引当金 

 国内連結子会社３社は、役

員の退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく期末要

支給額を計上しております。 

 なお、親会社では当連結会

計年度において役員退職慰労

引当金制度を廃止したため、

当連結会計年度期末における

引当金残高はありません。 

  ④ 

────── 

④ 役員賞与引当金 

 当社は、役員賞与の支出に

備えて、当連結会計年度にお

ける支給見込額の当中間連結

会計期間負担額を計上してお

ります。 

（会計方針の変更） 

 当中間連結会計期間より、

「役員賞与に関する会計基

準」（企業会計基準第４号 

平成17年11月29日）を適用し

ております。 

 これにより営業利益、経常

利益及び税金等調整前中間純

利益は、それぞれ10百万円減

少しております。 

 なお、セグメント情報に与

える影響は、当該箇所に記載

しております。 

④ 

──────  

  (4）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。なお、

在外子会社等の資産及び負債

は、中間決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、収益及び

費用は期中平均相場により円貨

に換算し、換算差額は資本の部

における為替換算調整勘定に含

めております。 

(4）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。なお、

在外子会社等の資産及び負債

は、中間決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、収益及び

費用は期中平均相場により円貨

に換算し、換算差額は純資産の

部における為替換算調整勘定に

含めております。 

(4）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、決算

日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として

処理しております。なお、在外

子会社等の資産及び負債は、決

算日の直物為替相場により円貨

に換算し、収益及び費用は期中

平均相場により円貨に換算し、

換算差額は資本の部における為

替換算調整勘定に含めておりま

す。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  (5）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

(5）重要なリース取引の処理方法 

同左 

(5）重要なリース取引の処理方法 

同左 

  (6）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理によってお

ります。 

  なお、為替予約については

振当処理の要件を充たしてい

る場合には振当処理を、金利

スワップについて特例処理の

要件を充たしている場合には

特例処理を行っております。 

(6）重要なヘッジ会計の方法 

同左 

(6）重要なヘッジ会計の方法 

同左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

・ヘッジ手段… 

為替予約、金利スワップ 

  

  ・ヘッジ対象… 

外貨建金銭債権債務及び外

貨建予定取引、借入金の利

息 

  

  ③ ヘッジ方針 

 事業活動及び財務活動に伴

う為替変動及び金利変動によ

るリスクを低減させることを

目的としております。 

  

  ④ ヘッジの有効性評価の方法 

 ヘッジ有効性の判定は、原

則としてヘッジ開始時から有

効性判定時点までの期間にお

いて、ヘッジ対象の相場変動

またはキャッシュ・フロー変

動の累計とヘッジ手段の相場

変動またはキャッシュ・フロ

ー変動の累計とを比較し、両

者の変動額等を基礎にして判

断しております。 

 ただし、ヘッジ手段とヘッ

ジ対象の資産・負債または予

定取引に関する重要な条件が

同一である場合には、有効性

が100％であることが明らか

であるため、有効性の判定は

省略しております。 

  

  (7）その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっておりま

す。 

(7）その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

同左 

(7）その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項 

消費税等の会計処理 

同左 

５．中間連結（連結）キャッ

シュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲 

 手許現金、要求払預金及び取得

日から３ヶ月以内に満期日又は償

還日の到来する流動性が高く、容

易に換金可能であり、かつ、価値

の変動について僅少なリスクしか

負わない短期的な投資でありま

す。 

同左 同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 

前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等） 

 当中間連結会計期間より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第５号 平成17年12月９日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日）を適用してお

ります。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額

は19,152百万円であります。 

 なお、当中間連結会計期間における中間連

結貸借対照表の純資産の部については、中間

連結財務諸表規則の改正に伴い、改正後の中

間連結財務諸表規則により作成しておりま

す。 

（企業結合に係る会計基準等） 

 当中間連結会計期間より「企業結合に係る

会計基準」（企業会計審議会 平成15年10月

31日）及び「企業結合会計基準及び事業分離

等会計基準に関する適用指針」（企業会計基

準適用指針第10号 平成17年12月27日）を適

用しております。 

  これによる損益に与える影響はありませ

ん。 

 中間連結財務諸表規則の改正による中間連

結財務諸表の表示に関する変更は以下のとお

りであります。 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

「減価償却費（営業権償却額分）」は、当中

間連結会計期間から「その他」として表示し

ております。 

────── 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

 （中間連結貸借対照表） 

 前中間連結会計期間末において有形固定資産の「建物

及び構築物」及び「その他」に含めていた「アミューズ

メント施設・機器」は、浅草花やしき事業承継等により

事業規模が拡大した施設運営事業を独立の内部管理単位

としたことに伴い、当中間連結会計期間より区分掲記す

ることにしました。なお、前中間連結会計期間末の「ア

ミューズメント施設・機器」は、「建物及び構築物」に

566百万円、「その他」に663百万円、それぞれ含まれて

おります。 

────── 

    

 （中間連結損益計算書） 

 前中間連結会計期間において営業外収益の「その他」

に含めていた「賃貸料収入」は、営業外収益の合計額の

100分の10を超えたため、当中間連結会計期間より区分掲

記することにしました。なお、前中間連結会計期間の

「賃貸料収入」は、4百万円であります。 

────── 



追加情報 

注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

（ゲームソフトの会計処理） 

 ゲームソフトにつきましては、従来ソフト

ウェアと認識し、研究開発費等に係る会計基

準に従い、発生時に費用処理しておりました

が、家庭用ゲーム機器の性能向上に伴いグラ

フィック・サウンド等の要素が高まっている

ため、ゲームソフトの内容を見直したとこ

ろ、これらの関連費用がゲームソフト制作費

用の主要な部分を占めてきていることが明ら

かになり、今後もこの傾向が強まるため、当

中間連結会計期間より制作に着手したゲーム

ソフトからコンテンツと認識し、コンテンツ

としての会計処理（制作段階における支出額

を前渡金又はたな卸資産として計上し、発売

時に出荷数量に対応して売上原価に振り替え

る処理）を適用しております。 

 なお、当中間連結会計期間においてコンテ

ンツと認識した当該支出額が、たな卸資産に

71百万円含まれております。 

────── （ゲームソフトの会計処理） 

 ゲームソフトにつきましては、従来ソフト

ウェアと認識し、研究開発費等に係る会計基

準に従い処理しておりましたが、家庭用ゲー

ム機器の性能向上に伴いグラフィック・サウ

ンド等の要素が高まっているため、ゲームソ

フトの内容を見直したところ、これらの関連

費用がゲームソフト制作費用の主要な部分を

占めてきていることが明らかになり、今後も

この傾向が強まるため、当連結会計年度より

制作に着手したゲームソフトからコンテンツ

としての会計処理（制作段階における支出額

を前渡金又はたな卸資産として計上し、発売

時に出荷数量に対応して売上原価に振り替え

る処理）を適用しております。 

 なお、当連結会計年度においてコンテンツ

と認識した当該支出額が、たな卸資産に205

百万円含まれております。 

前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成18年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 

  4,824百万円        2,853百万円        2,566百万円

 ２．債務保証   ２．債務保証   ２．債務保証  

㈱ピーアイシー 12百万円

㈱日本ビー・エム・シー 5百万円

合計 18百万円

㈱ピーアイシー   3百万円

㈱日本ビー・エム・シー  1百万円

合計   5百万円

㈱ピーアイシー 7百万円

㈱日本ビー・エム・シー 3百万円

合計 11百万円

 上記の会社のリース債務等に対して、

債務保証を行っております。 

 上記の会社のリース債務等に対して、

債務保証を行っております。 

 上記の会社のリース債務等に対して、

債務保証を行っております。 

※３． 

────── 

※３．中間連結会計期間末日満期手形 

 中間連結会計期間末日満期手形の会計

処理については、手形交換日をもって決

済処理をしております。なお、当中間連

結会計期間の末日は金融機関の休日であ

ったため、次の中間連結会計期間末日満

期手形が中間連結会計期間末残高に含ま

れております。 

受取手形      132百万円

※３． 

────── 



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１． ※１．固定資産売却益の内訳 ※１．固定資産売却益の内訳 

────── アミューズメント施

設・機器 

  9百万円  ピアザ松戸ビルの土地、建物に係るも

のであります。 

※２． ※２．固定資産売却損の内訳 ※２． 

────── アミューズメント施

設・機器 

  1百万円 ────── 

※３．固定資産除却損の内訳 ※３．固定資産除却損の内訳 ※３．固定資産除却損の内訳 

建物及び構築物 15百万円

器具及び備品 3百万円

   

アミューズメント施

設・機器 

  4百万円 アミューズメント施

設・機器 
19百万円

器具及び備品 2百万円

※４．減損損失 ※４． ※４．減損損失 

 当中間連結会計期間において、当社グ

ループは以下の資産グループについて減

損損失を計上しました。 

 当社グループは、キャッシュ・フロー

を生み出す最小単位に基づき、主に管理

会計上の区分を基本単位としてグルーピ

ングを行っております。 

 当社のインターネットコンテンツ事業

及びバンプレスト販売㈱のくじ景品販売

事業については、当中間連結会計期間の

業績が計画を下回り、将来キャッシュ・

フローの見積り総額が上記資産グループ

の帳簿価額を下回ることとなったため、

それぞれ帳簿価額を回収可能価額まで減

額し、当該減少額を減損損失（59百万

円）として特別損失に計上しました。そ

の内訳は連結調整勘定33百万円、その他

無形固定資産25百万円であります。 

 なお、各資産グループの回収可能価額

は使用価値とし、これを零として減損損

失を測定しております。 

場所 用途 種類 

当社 

（東京都台東

区） 

インターネッ

トコンテンツ

事業用ソフト

ウェア 

その他無形固

定資産 

バンプレスト

販売㈱ 

（東京都中央

区） 

くじ景品販売

事業 
連結調整勘定 

──────  当連結会計年度において、当社は以下

の資産グループについて減損損失を計上

しました。 

 当社グループは、キャッシュ・フロー

を生み出す最小単位に基づき、主に管理

会計上の区分を基本単位としてグルーピ

ングを行っております。 

 当社のインターネットコンテンツ事業

及びバンプレスト販売㈱のくじ景品販売

事業については、当連結会計年度の業績

が計画を下回り、将来キャッシュ・フロ

ーの見積り総額が上記資産グループの帳

簿価額を下回ることとなったため、それ

ぞれ帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失（59百万円）

として特別損失に計上しました。その内

訳は連結調整勘定33百万円、その他無形

固定資産25百万円であります。 

 なお、各資産グループの回収可能価額

は使用価値とし、これを零として減損損

失を測定しております。 

場所 用途 種類 

当社 

（東京都台東

区） 

インターネッ

トコンテンツ

事業用ソフト

ウェア 

その他無形固

定資産 

バンプレスト

販売㈱ 

（東京都中央

区） 

くじ景品販売

事業 
連結調整勘定

※５．本社移転費用は、子会社の本社移転等

に伴う設備移転費用、固定資産除却損等

であります。 

 なお、本社移転費用に含まれている固

定資産除却損は次のとおりであります。 

※５． 

────── 

※５．本社移転費用は、子会社の本社移転等

に伴う設備移転費用、固定資産除却損等

であります。 

  なお、本社移転費用に含まれている固

定資産除却損は次のとおりであります。 

建物及び構築物 5百万円

器具及び備品 13百万円

 建物及び構築物 3百万円

アミューズメント施

設・機器 
2百万円

器具及び備品 13百万円

※６． 

────── 

※６．事務所移転費用は、北松戸事務所の移

転に伴う原状復帰費用、設備移転費用、

固定資産除却損等であります。 

 なお、事務所移転費用に含まれている

固定資産除却損は次のとおりでありま

す。 

※６． 

────── 

 建物及び構築物  11百万円

    

 



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１．普通株式の発行済株式の株式数の減少15,138株式は消却による減少であります。 

２．普通株式の自己株式の株式数の増加53株は、単元未満株式の買い取りによる増加であります。また、減少

15,738株のうち600株はストック・オプションの行使、15,138株は自己株式の消却による減少であります。 

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

  

３．配当に関する事項 

該当事項はありません。  

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 
前連結会計年度末株
式数（株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（株） 

当中間連結会計期間
減少株式数（株） 

当中間連結会計期間
末株式数（株） 

発行済株式     

普通株式 （注）１ 10,800,000 ― 15,138 10,784,862 

合計 10,800,000 ― 15,138 10,784,862 

自己株式     

普通株式 （注）２ 15,685 53 15,738 ― 

合計 15,685 53 15,738 ― 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との

関係 

現金及び預金勘定 10,235百万円

預入期間が３ヶ月を超え

る定期預金 
△25百万円

現金及び現金同等物 10,209百万円

現金及び預金勘定 8,157百万円

預入期間が３ヶ月を超え

る定期預金 
△93百万円

現金及び現金同等物 8,064百万円

現金及び預金勘定 13,263百万円

預入期間が３ヶ月を超え

る定期預金 
△61百万円

現金及び現金同等物 13,202百万円



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

借手側 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引に係る注記 

ａ リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

借手側 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引に係る注記 

ａ リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

借手側 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引に係る注記 

ａ リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び期末残高相当額 

  (有形固定資産) 

  その他 

  運搬具 

（百万円） 

  器具及び備品 

（百万円） 

取得価額相当額 7   474 

減価償却累計額

相当額 
3   275 

中間期末残高相

当額 
4   199 

  (有形固定資産) 

  その他 

  運搬具 

（百万円） 

 器具及び備品

（百万円） 

取得価額相当額 7  1,840 

減価償却累計額

相当額 
5  1,218 

中間期末残高相

当額 
1  621 

  （有形固定資産） 

  その他 

  運搬具 

（百万円） 

 器具及び備品

（百万円） 

取得価額相当額 7  1,002 

減価償却累計額

相当額 
4  740 

期末残高相当額 3  261 

  （無形固定資産） 

  ソフトウェア 

（百万円） 

  合計 

（百万円） 

取得価額相当額 458   940 

減価償却累計額

相当額 
324   602 

中間期末残高相

当額 
134   338 

  （無形固定資産） 

  ソフトウェア

（百万円） 

 合計 

（百万円） 

取得価額相当額 253  2,101 

減価償却累計額

相当額 
175  1,400 

中間期末残高相

当額 
77  701 

  （無形固定資産） 

  ソフトウェア 

（百万円） 

 合計 

（百万円） 

取得価額相当額 458  1,468 

減価償却累計額

相当額 
359  1,104 

期末残高相当額 99  364 

ｂ 未経過リース料中間期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

ｂ 未経過リース料中間期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

ｂ 未経過リース料期末残高相当額等 

  未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 228百万円

１年超 116百万円

合計 344百万円

１年以内    606百万円

１年超    99百万円

合計    706百万円

１年以内 275百万円

１年超 93百万円

合計 369百万円

ｃ 支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当

額及び減損損失 

ｃ 支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当

額及び減損損失 

ｃ 支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額及び支払利息相

当額及び減損損失 

支払リース料 236百万円

減価償却費相当額   227百万円

支払利息相当額  11百万円

支払リース料    773百万円

減価償却費相当額      742百万円

支払利息相当額    30百万円

支払リース料 761百万円

減価償却費相当額 726百万円

支払利息相当額 33百万円

ｄ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定

方法 

減価償却費相当額の算定方法 

・リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法により算定しており

ます。 

ｄ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定

方法 

同左 

ｄ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定

方法 

同左 

利息相当額の算定方法 

・リース料総額とリース物件の取引価額

相当額の差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によ

っております。 

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありま

せん。 

  

  

  

  

  

 （減損損失について） 

         同左 

  

  

  

  

  

（減損損失について） 

         同左 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成17年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 時価のある有価証券のうち、中間期末日における時価の簿価に対する下落率が50％以上の銘柄については、一

律減損処理をし、下落率が30％以上50％未満の銘柄については、過去一定期間の時価の推移や発行会社の業績

の推移などを考慮の上、回復する見込みがないと判断される銘柄を減損処理することとしております。 

なお、当中間連結会計期間において、67百万円減損処理を行っております。 

２．時価評価されていない主な有価証券 

当中間連結会計期間末（平成18年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 時価のある有価証券のうち、中間期末日における時価の簿価に対する下落率が50％以上の銘柄については、一

律減損処理をし、下落率が30％以上50％未満の銘柄については、過去一定期間の時価の推移や発行会社の業績

の推移などを考慮の上、回復する見込みがないと判断される銘柄を減損処理することとしております。 

２．時価評価されていない主な有価証券 

区分 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

その他有価証券       

① 株式 178 1,584 1,405 

② 債券 ― ― ― 

計 178 1,584 1,405 

内容 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

   非上場株式 75 

   その他 ― 

計 75 

区分 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

その他有価証券       

① 株式 179 1,451 1,271 

② 債券 ― ― ― 

計 179 1,451 1,271 

内容 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

   非上場株式 75 

   その他 ― 

子会社株式 10 

計 85 



前連結会計年度末（平成18年３月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 時価のある有価証券のうち、期末日における時価の簿価に対する下落率が50％以上の銘柄については、一律減

損処理をし、下落率が30％以上50％未満の銘柄については、過去一定期間の時価の推移や発行会社の業績の推

移などを考慮の上、回復する見込みがないと判断される銘柄を減損処理することとしております。 

なお、当連結会計年度において、67百万円減損処理を行っております。 

２．時価評価されていない有価証券 

（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 当社は、借入金に係わる将来の金利変動リスクを回避するために、金利スワップ取引を行っております。な

お、金利スワップについて特例処理の要件を充たしているため、特例処理を採用しております。 

 また、当社グループで利用しているデリバティブ取引はすべてヘッジ目的であり、ヘッジ会計を適用している

ため、開示の対象からは除いております。 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 当社は、借入金に係わる将来の金利変動リスクを回避するために、金利スワップ取引を行っております。な

お、金利スワップについて特例処理の要件を充たしているため、特例処理を採用しております。 

 また、当社グループで利用しているデリバティブ取引はすべてヘッジ目的であり、ヘッジ会計を適用している

ため、開示の対象からは除いております。 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 当社は、借入金に係わる将来の金利変動リスクを回避するために、金利スワップ取引を行っております。な

お、金利スワップについて特例処理の要件を充たしているため、特例処理を採用しております。 

 また、当社グループで利用しているデリバティブ取引はすべてヘッジ目的であり、ヘッジ会計を適用している

ため、開示の対象からは除いております。 

区分 取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

その他有価証券       

① 株式 179 1,750 1,571 

② 債券 ― ― ― 

計 179 1,750 1,571 

内容 連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

   非上場株式 77 

計 77 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 （注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．各事業の主な商品 

(1）アミューズメント事業………アミューズメント機器・景品等の企画・開発・販売 

(2）施設運営事業…………………アミューズメント施設及び遊園地「浅草花やしき」等の運営 

(3）家庭用ゲームソフト事業……家庭用ゲームソフトの企画・開発・販売 

(4）その他事業……………………バラエティ雑貨の企画・開発・販売、印刷関連事業、インターネットコンテ

ンツ事業等 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、182百万円であります。その主

なものは、親会社の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

 （注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．各事業の主な商品 

(1）アミューズメント事業………アミューズメント機器・景品等の企画・開発・販売 

(2）施設運営事業…………………アミューズメント施設及び遊園地「浅草花やしき」等の運営 

(3）家庭用ゲームソフト事業……家庭用ゲームソフトの企画・開発・販売 

(4）その他事業……………………バラエティ雑貨の企画・開発・販売、印刷関連事業、インターネットコンテ

ンツ事業等 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、146百万円であります。その主

なものは、親会社の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

４．「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４．(3）④に記載のとおり、当中間連結会計期間

  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

  

アミュー
ズメント
事業 
（百万円） 

施設運営
事業 
（百万円）

家庭用ゲ
ームソフ
ト事業 
（百万円）

その他事業
（百万円）

計 
（百万円）

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高               

(1）外部顧客に対する売上高 8,739 1,957 6,260 2,483 19,439 ― 19,439 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
132 ― ― 560 694 (694) ― 

計 8,871 1,957 6,260 3,044 20,133 (694) 19,439 

営業費用 7,994 1,855 4,773 2,881 17,505 (525) 16,979 

営業利益 876 102 1,487 162 2,628 (168) 2,460 

  
当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

  

アミュー
ズメント
事業 
（百万円） 

施設運営
事業 
（百万円）

家庭用ゲ
ームソフ
ト事業 
（百万円）

その他事業
（百万円）

計 
（百万円）

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高               

(1）外部顧客に対する売上高 10,715 2,279 1,172 2,530 16,698 ― 16,698 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
155 ― ― 419 576 (576) ― 

計 10,871 2,279 1,173 2,949 17,274 (576) 16,698 

営業費用 10,468 2,137 1,276 2,886 16,768 (443) 16,324 

営業利益又は営業損失 403 142 △102 63 506 (132) 373 



より「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準第４号 平成17年11月29日）を適用しております。この変更

に伴い、従来の方法によった場合に比べて、「消去又は全社」の営業費用は10百万円増加し、営業利益が同

額減少しております。 

 （注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．各事業の主な商品 

(1）アミューズメント事業………アミューズメント機器・景品等の企画・開発・販売 

(2）施設運営事業…………………アミューズメント施設及び遊園地「浅草花やしき」等の運営 

(3）家庭用ゲームソフト事業……家庭用ゲームソフトの企画・開発・販売 

(4）その他事業……………………バラエティ雑貨の企画・開発・販売、印刷関連事業、インターネットコンテ

ンツ事業等 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、353百万円であります。その主

なものは、親会社の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

【所在地別セグメント情報】 

 （注）１．国又は地域の区分の方法は、地理的近接度によっており、アジアに属する主な地域は中国（香港）となって

おります。 

２．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、182百万円であります。その主

なものは親会社の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

  
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  

アミュー
ズメント
事業 
（百万円） 

施設運営
事業 
（百万円）

家庭用ゲ
ームソフ
ト事業 
（百万円）

その他事業
（百万円）

計 
（百万円）

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高               

(1）外部顧客に対する売上高 18,994 3,718 9,613 5,422 37,748 ― 37,748 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
293 1 ― 1,148 1,443 (1,443) ― 

計 19,288 3,720 9,613 6,570 39,192 (1,443) 37,748 

営業費用 17,730 3,703 8,191 6,128 35,753 (1,101) 34,652 

営業利益 1,557 16 1,422 441 3,438 (342) 3,096 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

  
日本 

（百万円） 
アジア 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 19,389 50 19,439 ― 19,439 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
18 1,944 1,962 (1,962) ― 

計 19,407 1,994 21,401 (1,962) 19,439 

営業費用 16,874 1,891 18,765 (1,786) 16,979 

営業利益 2,533 103 2,636 (175) 2,460 



 （注）１．国又は地域の区分の方法は、地理的近接度によっており、アジアに属する主な地域は中国（香港）となって

おります。 

２．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、146百万円であります。その主

なものは親会社の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

３．「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４．(3）④に記載のとおり、当中間連結会計期間

より「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準第４号 平成17年11月29日）を適用しております。この

変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、「消去又は全社」の営業費用は10百万円増加し、営業利益

が同額減少しております。 

 （注）１．国又は地域の区分の方法は、地理的近接度によっており、アジアに属する主な地域は中国（香港）となって

おります。 

２．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、353百万円であります。その主

なものは親会社の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

【海外売上高】 

 前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）、当中間連結会計期間（自 平成18年

４月１日 至 平成18年９月30日）及び前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）のい

ずれも、海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  
当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

  
日本 

（百万円） 
アジア 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 16,654 43 16,698 ― 16,698 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
2 1,495 1,498 (1,498) ― 

計 16,657 1,539 18,197 (1,498) 16,698 

営業費用 16,183 1,486 17,670 (1,345) 16,324 

営業利益 473 53 527 (153) 373 

  
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  
日本 

（百万円） 
アジア 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 37,643 104 37,748 ― 37,748 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
37 4,242 4,280 (4,280) ― 

計 37,681 4,347 42,029 (4,280) 37,748 

営業費用 34,381 4,213 38,595 (3,943) 34,652 

営業利益 3,299 133 3,433 (337) 3,096 



（１株当たり情報） 

 （注）１．なお、当中間連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、希薄化効果を有している 

潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

２．１株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

１株当たり純資産額 1,711円47銭      1,778円18銭 1,782円91銭 

１株当たり中間（当期）純利益 121円55銭    12円77銭 191円76銭 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益 
121円04銭     191円10銭 

    

 （追加情報） 

 「１株当たり当期純利益に

関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第４

号）が平成18年１月31日付で

改正されたことに伴い、当中

間連結会計期間から繰延ヘッ

ジ損益（税効果調整後）の金

額を普通株式に係る当中間連

結会計期間末の純資産額に含

めております。 

 なお、前連結会計年度末に

おいて採用していた方法によ

り算定した当中間連結会計期

間末の１株当たり純資産額

は、1,775円84銭であります。 

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

１株当たり中間（当期）純利益金額       

中間（当期）純利益（百万円） 1,291 137 2,103 

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ― 54 

（うち利益処分による役員賞与金） ― ― (54) 

普通株式に係る中間（当期）純利益

（百万円） 
1,291 137 2,048 

期中平均株式数（株） 10,622,895 10,784,784 10,683,982 

        

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益金額 
      

中間（当期）純利益調整額（百万円） ― ― ― 

普通株式増加数（株） 44,881 600 36,572 

（うち自己株式取得方式によるスト

ックオプション） 
(44,881) (600) (36,572) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

の算定に含まれなかった潜在株式の概

要 

―  ―  ―  



３．１株当たり純資産額の算定上の基礎 

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

純資産の部の合計額（百万円） ― 19,435 ― 

純資産の部の合計額から控除する金額

（百万円） 
― 258 ― 

（うち少数株主持分） ― (258) ― 

普通株式に係る中間期末（期末）の純資

産額（百万円） 
― 19,177 ― 

１株当たり純資産額の算定に用いられた

中間期末（期末）の普通株式の数（株） 
― 10,784,862 ― 



（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

────── ────── （㈱バンダイナムコホールディングスとの株

式交換） 

  当社と㈱バンダイナムコホールディングス

は、バンダイナムコグループの国内における

グループ組織再編の一環として、平成18年３

月29日に当社が㈱バンダイナムコホールディ

ングスの完全子会社となる株式交換契約を締

結し、平成18年６月１日に株式交換を行いま

した。 

 本株式交換は、産業活力再生特別措置法第

12条の４第２項の定めに基づき、商法第353条

第１項に定める株主総会の承認を得ずに行う

簡易株式交換であります。 

(1）株式交換に際して発行する株式 

 ㈱バンダイナムコホールディングスは、

本株式交換に際して新株の発行を行いませ

ん。 

(2）株式交換に際して交付された金銭の額 

 ㈱バンダイナムコホールディングスは、

当社との株式交換に際して、産業活力再生

特別措置法第12条の９第１項の定めに基づ

き、株式交換に代えて株式交換日の前日最

終の当社の株主名簿に記載又は記録された

株主のうち㈱バンダイナムコホールディン

グスを除く株主に対して、その所有する当

社の普通株式１株につき3,450円の割合で金

銭を交付します。 

(3）㈱バンダイナムコホールディングスの概

要 

  代表者 代表取締役社長 髙須 武男 

  資本金 10,000百万円 

  住所  東京都港区港南二丁目16番２号 

① 主な事業内容 

 バンダイナムコグループの中長期経営

戦略の立案・実行 

 グループ会社の事業戦略実行支援・事

業活動の管理 

② 営業収益及び当期純利益 

 （平成18年３月期単体数値） 

営業収益    27,747百万円 

当期純利益   26,365百万円 

③ 資産、負債、資本の状況 

 （平成18年３月31日現在単体数値） 

資産合計    283,397百万円 

負債合計    11,955百万円 

資本合計    271,441百万円 

 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

────── ────── （貸倒懸念債権の発生について） 

  当社及び当社連結子会社であるバンプレス

ト販売㈱の取引先㈱エイブルコーポレーショ

ンは、平成18年５月10日東京地方裁判所へ民

事再生手続開始の申立てを行い、受理されま

した。同日現在の同社に対する債権残高は、

主として翌連結会計年度における売上により

219百万円となっており、相当額の貸倒が生

じ、翌連結会計年度の連結財務諸表に重要な

影響を与える見通しであります。なお、当連

結会計年度末の同社に対する債権残高につい

ては大部分が回収済であるため、当連結会計

年度の連結財務諸表に与える影響は軽微であ

ります。 

  



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金   6,327   5,244 9,305   

２．受取手形 ※４  532   452 977   

３．売掛金   5,079   5,146 5,858   

４．たな卸資産   503   718 580   

５．前渡金   3,046   3,500 3,001   

６．親会社に対する短
期貸付金 

  ―   3,000 ―   

７．繰延税金資産   354   260 424   

８．その他 ※３  949   1,200 999   

貸倒引当金   △16   △19 △11   

流動資産合計     16,776 64.8 19,503 74.9   21,134 76.1

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※１         

(1）建物   1,950   63 66   

(2）その他   973   86 88   

有形固定資産合計     2,924 11.3 149 0.6   155 0.6

２．無形固定資産     42 0.2 77 0.3   68 0.2

３．投資その他の資産           

(1）投資有価証券   1,656   1,519 1,821   

(2）関係会社株式   4,310   4,310 4,310   

(3）その他   351   501 467   

貸倒引当金   △187   △11 △187   

投資その他の資産
合計 

    6,130 23.7 6,319 24.2   6,411 23.1

固定資産合計     9,096 35.2 6,546 25.1   6,635 23.9

資産合計     25,873 100.0 26,049 100.0   27,770 100.0 

            

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形   626   1,900 686   

２．買掛金   3,286   3,250 4,518   

３．短期借入金   500   500 500   

４．未払金   1,419   902 964   

５．役員賞与引当金   ―   10 ―   

６．その他 ※３ 896   210 1,344   

流動負債合計     6,728 26.0 6,773 26.0   8,014 28.9

Ⅱ 固定負債           

１．長期借入金   1,500   1,000 1,250   

２．繰延税金負債   253   143 309   

３．その他   55   11 36   

固定負債合計     1,808 7.0 1,154 4.4   1,595 5.7

負債合計     8,537 33.0 7,927 30.4   9,609 34.6

            

 



    
前中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     3,020 11.7 ― ―   3,020 10.9

Ⅱ 資本剰余金           

１．資本準備金   2,224   ― 2,224   

２．その他資本剰余金   45   ― 71   

資本剰余金合計     2,269 8.8 ― ―   2,296 8.3

Ⅲ 利益剰余金           

１．利益準備金   152   ― 152   

２．任意積立金   10,000   ― 10,000   

３．中間（当期）未処
分利益 

  1,188   ― 1,782   

利益剰余金合計     11,341 43.8 ― ―   11,934 43.0

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

    825 3.2 ― ―   929 3.3

Ⅴ 自己株式     △120 △0.5 ― ―   △20 △0.1

資本合計     17,336 67.0 ― ―   18,160 65.4

負債資本合計     25,873 100.0 ― ―   27,770 100.0 

            

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本           

１．資本金     ― ― 3,020 11.6   ― ―

２．資本剰余金           

(1）資本準備金   ―   2,224 ―   

(2）その他資本剰余
金 

  ―   52 ―   

資本剰余金合計     ― ― 2,277 8.7   ― ―

３．利益剰余金           

(1）利益準備金   ―   152 ―   

(2）その他利益剰余
金 

          

別途積立金   ―   11,200 ―   

繰越利益剰余金   ―   721 ―   

利益剰余金合計     ― ― 12,074 46.4   ― ―

株主資本合計     ― ― 17,371 66.7   ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等           

１．その他有価証券評
価差額金 

    ― ― 750 2.9   ― ―

評価・換算差額合計     ― ― 750 2.9   ― ―

純資産合計     ― ― 18,122 69.6   ― ―

負債純資産合計     ― ― 26,049 100.0   ― ―

            



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     15,887 100.0 12,313 100.0   30,464 100.0 

Ⅱ 売上原価     9,181 57.8 8,551 69.4   18,472 60.6

売上総利益     6,706 42.2 3,761 30.6   11,992 39.4

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

    5,514 34.7 3,595 29.3   10,337 34.0

営業利益     1,191 7.5 166 1.3   1,654 5.4

Ⅳ 営業外収益 ※１   101 0.6 122 1.0   216 0.7

Ⅴ 営業外費用 ※２   19 0.1 13 0.1   34 0.1

経常利益     1,273 8.0 275 2.2   1,836 6.0

Ⅵ 特別利益 ※３   199 1.3 63 0.5   684 2.2

Ⅶ 特別損失 ※４.５   316 2.0 33 0.2   317 1.0

税引前中間（当
期）純利益 

    1,157 7.3 305 2.5   2,202 7.2

法人税、住民税及
び事業税 

  526   3 893   

法人税等調整額   △66 459 2.9 120 124 1.0 △142 751 2.4

中間（当期）純利
益 

    697 4.4 181 1.5   1,451 4.8

前期繰越利益     490 ―   490 

中間配当額     ― ―   160 

中間（当期）未処
分利益 

    1,188 ―   1,782 

          



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 資本準備

金 
その他資
本剰余金

資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計 別途積立

金 
繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
3,020 2,224 71 2,296 152 10,000 1,782 11,934 △20 17,231 

中間会計期間中の変動額           

中間純利益（百万円）             181 181   181 

自己株式の取得（百万円）                     

自己株式の処分（百万円）                     

自己株式の消却（百万円）     △19 △19         19 ― 

役員賞与（百万円）(注)             △41 △41   △41 

別途積立金の積立（百万

円）(注) 
          1,200 △1,200 ―   ― 

株主資本以外の項目の中間

会計期間中の変動額（純

額） 

（百万円） 

                    

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
― ― △19 △19 ― 1,200 △1,060 139 20 140 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
3,020 2,224 52 2,277 152 11,200 721 12,074 ― 17,371 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
929 929 18,160 

中間会計期間中の変動額    

中間純利益（百万円）     181 

自己株式の取得（百万円）       

自己株式の処分（百万円）       

自己株式の消却（百万円）     ― 

役員賞与（百万円）(注)     △41 

別途積立金の積立（百万円）

(注) 
      

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額） 

（百万円） 

△178 △178 △178 

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
△178 △178 △38 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
750 750 18,122 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

① 子会社株式 

 移動平均法による原価法 

(1）有価証券 

① 子会社株式 

        同左 

(1）有価証券 

① 子会社株式 

同左 

  ② その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算末日の市場価格

等に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法により

処理し、売却原価は、移動

平均法により算定） 

② その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算末日の市場価格

等に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は、移

動平均法により算定） 

② その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算期末日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処

理し、売却原価は、移動平

均法により算定） 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  (2）たな卸資産 

 総平均法による原価法 

(2）たな卸資産 

同左 

(2）たな卸資産 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法によっております。 

 なお、主な耐用年数は、以下

のとおりであります。 

建物…３年～50年 

(1）有形固定資産 

同左 

  

  

(1）有形固定資産 

  定率法によっております。  

 なお、主な耐用年数は、以下

のとおりであります。 

器具及び備品…２年～20年 

  (2）無形固定資産 

 定額法によっております。 

 なお、主な耐用年数は、以下

のとおりであります。 

ソフトウェア…３年～５年 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備え

るため、以下の方法によって計

上しております。 

ａ 一般債権 

 貸倒実績率に基づき、回収

不能見込額を計上しておりま

す。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

  ｂ 貸倒懸念債権及び破産更生

債権 

 個別債権の回収可能性を考

慮した回収不能見込額を計上

しております。 

    

  (2）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き、当中間会計期間末において

発生していると認められる額を

計上しております。なお、当中

間会計期間末における残高はあ

りません。また、数理計算上の

差異については、発生の翌年度

より10年で均等償却しておりま

す。 

(2）退職給付引当金 

同左 

(2）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き、当期末において発生してい

ると認められる額を計上してお

ります。なお、当期末における

残高はありません。また、数理

計算上の差異については、発生

の翌年度より10年で均等償却し

ております。 

  (3）役員退職慰労引当金 

 当中間会計期間において役員

退職慰労金制度を廃止したた

め、当中間会計期間末における

引当金残高はありません。 

(3） 

────── 

(3）役員退職慰労引当金 

 当事業年度において役員退職

慰労金制度を廃止したため、当

事業年度末における引当金残高

はありません。 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  (4） 

────── 

(4）役員賞与引当金 

 役員賞与の支出に備えて、当

事業年度における支給見込額の

当中間会計期間負担額を計上し

ております。 

（会計方針の変更） 

 当中間会計期間より、「役員

賞与に関する会計基準」（企業

会計基準第４号 平成17年11月

29日）を適用しております。 

 これにより営業利益、経常利

益及び税引前中間純利益は、そ

れぞれ10百万円減少しておりま

す。 

(4） 

────── 

４．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。 

同左  外貨建金銭債権債務は、期末日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の 

ファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理方法によって

おります。 

同左 同左 

６．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 金利スワップの特例処理によ

っております。 

同左 同左 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

・ヘッジ手段… 

デリバティブ取引（金利スワ

ップ取引） 

・ヘッジ対象… 

金利の変動等による損失の可

能性がある借入金利 

  

  (3）ヘッジ方針 

 財務活動に伴う金利変動によ

るリスクを低減させる目的にお

いてのみ金利スワップ取引を利

用しております。 

  

  (4）ヘッジの有効性評価の方法 

 ヘッジ有効性の判定は、原則

としてヘッジ開始から有効性判

定時点までの期間において、ヘ

ッジ対象の相場変動の累計とヘ

ッジ手段の相場変動の累計とを

比較し、両者の変動額等を基礎

にして判断しております。ただ

し、ヘッジ手段とヘッジ対象の

金利に関する重要な条件につい

ては同一であり、有効性が

100％であることが明らかであ

るため、有効性の判定は省略し

ております。 

  

７．その他中間財務諸表（財

務諸表）の作成のための

基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

追加情報 

前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等） 

 当中間会計期間より、「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準第５号 平成17年12月９日）及び「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用しておりま

す。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額

は18,122百万円であります。 

 なお、当中間会計期間における中間貸借対

照表の純資産の部については、中間財務諸表

等規則の改正に伴い、改正後の中間財務諸表

等規則により作成しております。 

────── 

前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

（ゲームソフトの会計処理） 

 ゲームソフトにつきましては、従来ソフト

ウェアと認識し、研究開発費等に係る会計基

準に従い、発生時に費用処理しておりました

が、家庭用ゲーム機器の性能向上に伴いグラ

フィック・サウンド等の要素が高まっている

ため、ゲームソフトの内容を見直したとこ

ろ、これらの関連費用がゲームソフト制作費

用の主要な部分を占めてきていることが明ら

かになり、今後もこの傾向が強まるため、当

中間会計期間より制作に着手したゲームソフ

トからコンテンツと認識し、コンテンツとし

ての会計処理（制作段階における支出額を前

渡金として計上し、発売時に出荷数量に対応

して売上原価に振り替える処理）を適用して

おります。 

 なお、当中間会計期間においてコンテンツ

と認識した当該支出額はありません。 

────── （ゲームソフトの会計処理） 

 ゲームソフトにつきましては、従来ソフト

ウェアと認識し、研究開発費等に係る会計基

準に従い、発生時に費用処理しておりました

が、家庭用ゲーム機器の性能向上に伴いグラ

フィック・サウンド等の要素が高まっている

ため、ゲームソフトの内容を見直したとこ

ろ、これらの関連費用がゲームソフト制作費

用の主要な部分を占めてきていることが明ら

かになり、今後もこの傾向が強まるため、当

事業年度より制作に着手したゲームソフトか

らコンテンツと認識し、コンテンツとしての

会計処理（制作段階における支出額を前渡金

として計上し、発売時に出荷数量に対応して

売上原価に振り替える処理）を適用しており

ます。 

 なお、当事業年度においてコンテンツと認

識した当該支出額は、いずれの資産にも含ま

れておりません。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 

  2,711百万円        187百万円        174百万円

 ２．保証債務  ２．保証債務  ２．保証債務 

㈱ピーアイシー 12百万円

㈱日本ビー・エム・シー 5百万円

合計 18百万円

㈱ピーアイシー   3百万円

㈱日本ビー・エム・シー  1百万円

合計   5百万円

㈱ピーアイシー 7百万円

㈱日本ビー・エム・シー 3百万円

合計 11百万円

 上記のリース債務等に対して、債務保

証を行っております。 

 上記のリース債務等に対して、債務保

証を行っております。 

 上記のリース債務等に対して、債務保

証を行っております。 

※３．消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺

のうえ、流動負債のその他に含めて表示

しております。 

※３．消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺

のうえ、流動資産のその他に含めて表示

しております。 

※３． 

────── 

※４． 

────── 

※４．中間会計期間末日満期手形 

 中間会計期間末日満期手形の会計処理

については、手形交換日をもって決済処

理をしております。なお、当中間会計期

間の末日は金融機関の休日であったた

め、次の中間会計期間末日満期手形が中

間会計期間末残高に含まれております。 

受取手形 132百万円

※４． 

────── 



（中間損益計算書関係） 

（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加53株は、単元未満株式の買い取りによる増加であります。また、減少15,738

株のうち600株はストック・オプションの行使、15,138株は自己株式の消却による減少であります。 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．営業外収益の主な内訳 ※１．営業外収益の主な内訳 ※１．営業外収益の主な内訳 

受取利息 3百万円

受取配当金 70百万円

賃貸料収入 20百万円

受取利息  6百万円

受取配当金   55百万円

賃貸料収入   26百万円

受取手数料 30百万円

   

受取利息 8百万円

受取配当金 136百万円

賃貸料収入 51百万円

為替差益 5百万円

※２．営業外費用の主な内訳 ※２．営業外費用の主な内訳 ※２．営業外費用の主な内訳 

支払利息 17百万円 支払利息   13百万円 支払利息 32百万円

  
※３．特別利益の主な内訳 ※３．特別利益の主な内訳 ※３．特別利益の主な内訳 

投資有価証券売却益 199百万円 貸倒引当金戻入額    63百万円 固定資産売却益 484百万円

投資有価証券売却益 199百万円

※４．特別損失の主な内訳 ※４．特別損失の主な内訳 ※４．特別損失の主な内訳 

投資有価証券売却損 17百万円

投資有価証券評価損 67百万円

貸倒引当金繰入額 187百万円

減損損失 25百万円

本社移転費用 17百万円

投資有価証券評価損   1百万円

事務所移転費用   31百万円

固定資産除却損 1百万円

減損損失 25百万円

投資有価証券売却損 17百万円

投資有価証券評価損 67百万円

貸倒引当金繰入額 187百万円

本社移転費用 17百万円

※５．減損損失 ※５． ※５．減損損失 

 当中間会計期間において、当社は以下

の資産グループについて減損損失を計上

しました。 

 当社は、キャッシュ・フローを生み出

す最小単位に基づき、主に管理会計上の

区分を基本単位としてグルーピングを行

っております。 

 インターネットコンテンツ事業につい

ては、当中間会計期間の業績が計画を下

回り、将来キャッシュ・フローの見積り

総額が上記資産グループの帳簿価額を下

回ることとなったため、帳簿価額を回収

可能価額まで減額し、当該減少額を減損

損失（25百万円）として特別損失に計上

しました。その内訳は無形固定資産25百

万円であります。 

 なお、当資産グループの回収可能価額

は使用価値とし、これを零として減損損

失を測定しております。 

場所 用途 種類 

東京都台東区 

インターネッ

トコンテンツ

事業用ソフト

ウェア 

無形固定資産 

──────  当中間会計期間において、当社は以下

の資産グループについて減損損失を計上

しました。 

 当社は、キャッシュ・フローを生み出

す最小単位に基づき、主に管理会計上の

区分を基本単位としてグルーピングを行

っております。 

 インターネットコンテンツ事業につい

ては、当事業年度の業績が計画を下回

り、将来キャッシュ・フローの見積り総

額が上記資産グループの帳簿価額を下回

ることとなったため、帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減少額を減損損

失（25百万円）として特別損失に計上し

ました。その内訳は無形固定資産25百万

円であります。 

 なお、当資産グループの回収可能価額

は使用価値とし、これを零として減損損

失を測定しております。 

場所 用途 種類 

東京都台東区

インターネッ

トコンテンツ

事業用ソフト

ウェア 

無形固定資産

 ６．減価償却実施額  ６．減価償却実施額  ６．減価償却実施額 

有形固定資産 98百万円

無形固定資産 11百万円

有形固定資産   17百万円

無形固定資産   5百万円

有形固定資産    188百万円

無形固定資産   13百万円

 
前事業年度末株式数

（株） 
当中間会計期間増加
株式数（株） 

当中間会計期間減少
株式数（株） 

当中間会計期間末株
式数（株） 

普通株式 （注） 15,685 53 15,738 ― 

合計 15,685 53 15,738 ― 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

借手側 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引に係る注記 

ａ リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

借手側 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引に係る注記 

ａ リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

借手側 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引に係る注記 

ａ リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び期末残高相当額 

  （有形固定資産） 

  その他 

  車両運搬具 

（百万円） 

  器具及び備品 

（百万円） 

取得価額相当額 1   420 

減価償却累計額

相当額 
―   246 

中間期末残高相

当額 
―   173 

  （有形固定資産） 

  その他 

  車両運搬具 

（百万円） 

 器具及び備品

（百万円） 

取得価額相当額 1  1,788 

減価償却累計額

相当額 
1  1,191 

中間期末残高相

当額 
―  596 

  （有形固定資産） 

  その他 

  車両運搬具 

（百万円） 

 器具及び備品

（百万円） 

取得価額相当額 1  933 

減価償却累計額

相当額 
1  702 

期末残高相当額 ―  231 

  （無形固定資産） 

  ソフトウェア 

（百万円） 

  合計 

（百万円） 

取得価額相当額 405   827 

減価償却累計額

相当額 
287   535 

中間期末残高相

当額 
118   292 

  （無形固定資産） 

  ソフトウェア

（百万円） 

 合計 

（百万円） 

取得価額相当額 232  2,022 

減価償却累計額

相当額 
166  1,359 

中間期末残高相

当額 
65  662 

  （無形固定資産） 

  ソフトウェア 

（百万円） 

 合計 

（百万円） 

取得価額相当額 405  1,341 

減価償却累計額

相当額 
320  1,023 

期末残高相当額 85  317 

ｂ 未経過リース料中間期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

ｂ 未経過リース料中間期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

ｂ 未経過リース料期末残高相当額等 

  未経過リース料期末残高相当額 

１年以内    215百万円

１年超    82百万円

合計    297百万円

１年以内      590百万円

１年超      75百万円

合計       665百万円

１年以内  259百万円

１年超 61百万円

合計  321百万円

ｃ 支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当

額及び減損損失 

ｃ 支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当

額及び減損損失 

ｃ 支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当

額及び減損損失 

支払リース料    226百万円

減価償却費相当額   218百万円

支払利息相当額  10百万円

支払リース料       764百万円

減価償却費相当額      734百万円

支払利息相当額    29百万円

支払リース料  741百万円

減価償却費相当額   707百万円

支払利息相当額 31百万円

ｄ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定

方法 

減価償却費相当額の算定方法 

・リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法により算定しており

ます。 

ｄ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定

方法 

同左 

ｄ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定

方法 

同左 

利息相当額の算定方法 

・リース料総額とリース物件の取得価額

相当額の差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によ

っております。 

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありま

せん。 

  

  

  

  

  

 （減損損失について） 

                  同左 

  

  

  

  

  

（減損損失について） 

                 同左 



（有価証券関係） 

前中間会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 子会社株式で時価のあるものはありません。 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 子会社株式で時価のあるものはありません。 

前事業年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 子会社株式で時価のあるものはありません。 

（１株当たり情報） 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

────── ────── （㈱バンダイナムコホールディングスとの株

式交換） 

  当社と㈱バンダイナムコホールディングス

は、バンダイナムコグループの国内における

グループ組織再編の一環として、平成18年３

月29日に当社が㈱バンダイナムコホールディ

ングスの完全子会社となる株式交換契約を締

結し、平成18年６月１日に株式交換を行いま

した。 

 本株式交換は、産業活力再生特別措置法第

12条の４第２項の定めに基づき、商法第353条

第１項に定める株主総会の承認を得ずに行う

簡易株式交換であります。 

(1）株式交換に際して発行する株式 

 ㈱バンダイナムコホールディングスは、

本株式交換に際して新株の発行を行いませ

ん。 

(2）株式交換に際して交付された金銭の額 

 ㈱バンダイナムコホールディングスは、

当社との株式交換に際して、産業活力再生

特別措置法第12条の９第１項の定めに基づ

き、株式交換に代えて株式交換日の前日最

終の当社の株主名簿に記載又は記録された

株主のうち㈱バンダイナムコホールディン

グスを除く株主に対して、その所有する当

社の普通株式１株につき3,450円の割合で金

銭を交付します。 

(3）㈱バンダイナムコホールディングスの概

要 

  代表者 代表取締役社長 髙須 武男 

  資本金 10,000百万円 

  住所  東京都港区港南二丁目16番２号 

① 主な事業内容 

 バンダイナムコグループの中長期経営

戦略の立案・実行 

 グループ会社の事業戦略実行支援・事

業活動の管理 

② 営業収益及び当期純利益 

 （平成18年３月期単体数値） 

営業収益    27,747百万円 

当期純利益   26,365百万円 

③ 資産、負債、資本の状況 

 （平成18年３月31日現在単体数値） 

資産合計    283,397百万円 

負債合計    11,955百万円 

資本合計    271,441百万円 



(2）【その他】 

該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

（1）有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第31期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月23日関東財務局長に提出 

（2）臨時報告書 

平成18年４月11日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号（重要な資産の譲渡）に基づく臨時報告書であります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成17年12月16日   

株式会社バンプレスト       

  取締役会 御中   

  三興監査法人   

  
代表社員
業務執行社員

  公認会計士 樋口 計夫  印 

  
代表社員
業務執行社員

  公認会計士 山本 有三  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社バンプレストの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年４月１日か

ら平成17年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰

余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社バンプレスト及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な

情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 セグメント情報の「事業の種類別セグメント情報」（事業区分の方法の変更）に記載されているとおり、当中間連結会

計期間より、事業セグメントを従来の３区分から４区分に変更した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成18年12月20日   

株式会社バンプレスト       

  取締役会 御中   

  三興監査法人   

  
代表社員
業務執行社員

  公認会計士 山本 有三   印 

  
代表社員
業務執行社員

  公認会計士 奥田 基樹   印 

  業務執行社員   公認会計士 田部 秀穂  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社バンプレストの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年４月１日か

ら平成18年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株

主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社バンプレスト及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な

情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成17年12月16日   

株式会社バンプレスト       

  取締役会 御中   

  三興監査法人   

  
代表社員
業務執行社員

  公認会計士 樋口 計夫  印 

  
代表社員
業務執行社員

  公認会計士 山本 有三  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社バンプレストの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第31期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１日から

平成17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行っ

た。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社バンプレストの平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年４月１

日から平成17年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成18年12月20日   

株式会社バンプレスト       

  取締役会 御中   

  三興監査法人   

  
代表社員
業務執行社員

  公認会計士 山本 有三  印 

  
代表社員
業務執行社員

  公認会計士 奥田 基樹  印 

  業務執行社員   公認会計士 田部 秀穂  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社バンプレストの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第32期事業年度の中間会計期間（平成18年４月１日から

平成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算

書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財

務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社バンプレストの平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年４月１

日から平成18年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 
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